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大口町民間保育所運営費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、町内の保育所を運営する社会福祉法人が民間保育所で実施す

る入所児童の健全な育成及び処遇改善並びに当該民間保育所の円滑な運営を図る

ため、当該民間保育所に対し、予算の範囲内で交付する補助金（以下「補助金」

という。）について、大口町社会福祉法人の助成に関する条例（昭和６０年大口

町条例第３２号）、大口町社会福祉法人の助成に関する条例施行規則（昭和６０

年大口町規則第９号）及び町費補助金等の予算執行に関する規則（昭和５３年大

口町規則第３号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 民間保育所 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）

第３５条第４項の規定により大口町内に設置された保育所をいう。 

(2) 児童 法第２４条の規定により保育を必要とする同法第４条第１項に規定す

る児童をいう。 

（補助対象経費等） 

第３条 補助金の交付の対象となる経費及び補助金額は、別表第１のとおりとする。 

（交付の申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、大口町

民間保育所運営費補助金交付申請書（様式第１）に必要な書類を添えて、補助事

業実施年度開始後速やかに町長に提出しなければならない。 

（交付の決定及び通知） 

第５条 町長は、前条の規定により申請書を受理したときは、当該申請に係る書類

等の審査を行い、必要に応じて調査をし、速やかに大口町民間保育所運営費補助

金交付決定・却下通知書（様式第２）により申請者に通知するものとする。 

２ 町長は、補助金の交付を決定する場合において、補助金の交付の目的を達成す
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るため必要があると認めるときは、条件を付すことができる。 

（事業の変更） 

第６条 補助金の交付を受けた者（以下「補助対象者」という。）は、補助金の交

付決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）の内容を変更しようとすると

きは、速やかに大口町民間保育所運営費補助金変更承認申請書（様式第３）に町

長が必要と認める書類を添え、町長に提出しなければならない。 

２ 町長は、補助事業の内容の変更を承認したときは、速やかに大口町民間保育所

運営費補助金変更交付決定通知書（様式第４）により補助対象者に通知するもの

とする。 

（関係書類の整備等） 

第７条 補助対象者は、当該補助事業に係る経費の収支を明らかにした帳簿を整え、

証拠書類を整備しておかなければならない。 

２ 前項の帳簿等は、当該年度の翌年度から起算して５年間保存しなければならな

い。 

（補助金の交付） 

第８条 補助金は概算払いとし、その交付時期及び交付金額は別表第２のとおりと

する。 

（実績報告） 

第９条 補助対象者は、補助事業が完了した日の翌日から起算して４０日以内に補

助事業の成果を記載した大口町民間保育所運営費補助金実績報告書（様式第５。

以下「報告書」という。）に関係書類を添え、町長に報告しなければならない。 

（補助金額の確定等） 

第１０条 町長は、前条の報告により補助金の額を確定し、大口町民間保育所運営

費補助金確定通知書（様式第６）により、補助対象者に通知するとともに、確定

した補助金の額が第５条及び第６条の規定により決定した補助金の額（以下「既

交付決定額」という。）を上回る場合は、その差額を追加交付するものとする。 

２ 補助対象者は、前項により確定した補助金の額が、交付決定額を下回る場合は、

その差額を返還するものとする。 
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（調査） 

第１１条 町長は、必要があると認めるときは、補助金に係る経理状況について補

助対象者に報告させ、又は関係職員に補助事業の実施状況について検査をさせる

ことができる。 

（その他必要事項） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が定める。 

附 則（平成２６年３月３１日 大口町告示第１６号） 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年１２月２５日 大口町告示第１１３号） 

この要綱は、告示の日から施行し、改正後の大口町民間保育所運営費補助金交付

要綱の規定は、平成２７年４月１日から適用する。 

附 則（平成２９年３月３１日 大口町告示第５１号） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

２ 改正後の大口町民間保育所運営費補助金交付要綱の規定は、平成２９年度以後

の年度分の補助金について適用する。 

附 則（令和３年３月３０日 大口町告示第５２号） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月３１日 大口町告示第４３号） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

２ 改正後の大口町民間保育所運営費補助金交付要綱の規定は、令和５年度以後の

年度分の補助金について適用する。 

 



別表第１（第３条関係） 

区 分 補助対象経費及び補助金額 

人 件 費 補 助  １ 通常分（保育士、事務職員及び調理員） 

補助対象経費 社会福祉法人が通常保育時間（平日の午前７

時３０分から午後７時００分、土曜日の午前７時３０分か

ら午後５時３０分をいう。以下同じ。）において保育所を運

営するに当たり、町保育士等配置基準に基づき配置した職

員（保育士、事務職員及び調理員）の人件費 

※クラス担任は正規保育士に限る。ただし、産休・育休代

替保育士についてはこの限りでない。 

※社会福祉法人が配置した職員の人件費には、給料及び諸

手当のほか、申請年度において適用される健康保険料事

業主負担分、厚生年金保険料事業主負担分、雇用保険料

事業主負担分、労働者災害補償保険料及び退職手当引当

金を含むものとする。以下同じ。 

補助金額 通常保育時間において、別に定める町格付け職員

が町保育士等配置基準に基づき配置されたものとみなし算

出した人件費上限額と社会福祉法人の年度末における補助

対象職員の実人件費年額総額とを比較していずれか低い方

の額から子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。

以下「法」という。）附則第６条第１項に規定された委託

費（以下「委託費」という。）のうちの人件費及び大口町

保育対策等促進事業費補助金交付要綱（平成２６年大口町

告示第１７号）により町から社会福祉法人に対して交付さ

れる補助金額を控除した額とする。 

  

２ 特例分 

補助対象経費及び補助金額 町と社会福祉法人が協議し、町

が必要と認め配置した別に定める職員の実人件費 

事 業 費 補 助   委託費のうちの事業費の５０％の額。ただし、この割合に

ついては、毎年の実事業費支出額を参考に、平成２６年度か

ら起算して３年ごとに見直すこととする。 

管 理 費 補 助   委託費のうちの管理費の５０％の額。ただし、この割合に

ついては、毎年の実管理費支出額を参考に、平成２６年度か

ら起算して３年ごとに見直すこととする。 

特殊要因補助  人件費補助、事業費補助、管理費補助のほか、保育園運営

をしていく上で必要となる経費の内、町と社会福祉法人が協

議し、町が必要と認めたものに係る経費の額 



  



 

別表第２（第８条関係） 

交 付 時 期 交 付 金 額 

４月  補助金交付決定額に１２分の３を乗じて得た額 

７月 補助金（変更）交付決定額に１２分の３を乗じて得た額 

１０月 補助金（変更）交付決定額に１２分の３を乗じて得た額 

３月 補助金（変更）交付決定額から既交付額を控除した額 

 

  



様式第１（第４条関係） 

 

大口町民間保育所運営費補助金交付申請書 

                     

                     年   月   日 

 

大口町長        様 

 

              申請者 住 所             

                  名 称             

                  代表者             

 

 大口町民間保育所運営費補助金交付要綱第４条の規定により、次のとおり申請し

ます。 

補 助 年 度        年度 

交 付 目 的 及 び 内 容  

交 付 申 請 額   

補助事業の開始年月 日 

及び完了（予定）年月日 

開始    年   月   日 

完了    年   月   日 

添 付 資 料 １補助金調書 

２職員名簿 

 

 

  



様式第２（第５条関係） 

第   号 

年 月 日 

 

        様 

 

大口町長       □印   

 

大口町民間保育所運営費補助金交付決定・却下通知書 

 

     年  月  日付けで申請のありました補助金については、下記のとお

り決定・却下しました。 

補 助 年 度        年度 

交 付 目 的 及 び 内 容  

交 付 決 定 額   

補助事業の開始年月 日 

及び完了（予定）年月日 

開始    年   月   日 

完了    年   月   日 

却 下 理 由  

交 付 条 件  

 

  



様式第３（第６条関係） 

 

大口町民間保育所運営費補助金変更承認申請書 

                     

                     年   月   日 

 

大口町長        様 

 

              申請者 住 所             

                  名 称             

                  代表者             

 

 事業計画を変更したいので、大口町民間保育所運営費補助金交付要綱第６条の規

定により、次のとおり申請します。 

補 助 年 度        年度 

既 交 付 決 定 年 月 日       年   月   日 

既 交 付 決 定 通 知 番 号        第    号 

既 交 付 決 定 額  

変 更 交 付 申 請 額    

変 更 内 容  

添 付 資 料 １補助金調書 

２職員名簿 

 

 



様式第４（第６条関係） 

第   号 

年 月 日 

 

        様 

 

大口町長       □印   

 

大口町民間保育所運営費補助金変更交付決定通知書 

 

     年  月  日付けで申請のありました補助金の変更交付については、

下記のとおり決定しました。 

補 助 年 度        年度 

交 付 目 的 及 び 内 容  

既 交 付 決 定 額  

変 更 交 付 決 定 額  

交 付 条 件  

 

 

 

 



様式第５（第９条関係） 

 

大口町民間保育所運営費補助金実績報告書 

                     年   月   日 

大口町長        様 

 

              申請者 住 所             

                  名 称             

                  代表者             

 

 大口町民間保育所運営費補助金交付要綱第９条の規定により下記のとおり報告し

ます。 

補 助 年 度        年度 

交 付 決 定 年 月 日 

（変更交付決定年月日） 

      年   月   日 

（     年   月   日） 

交 付 決 定 通 知 番 号 

（変更交付決定通知番号）  

      第    号 

（     第    号） 

交 付 目 的 及 び 内 容  

補助事業の開始年月 日 

及 び 完 了 年 月 日 

開始    年   月   日 

完了    年   月   日 

交 付 決 定 額   

実 績 報 告 額   

添 付 資 料 １ 補助金調書 

２ 職員名簿 

３ 収入支出決算書 

 

 



様式第６（第１０条関係） 

    第   号 

    年 月 日 

 

        様 

 

大口町長       □印          

 

大口町民間保育所運営費補助金確定通知書 

 

年  月  日付けで実績報告のあった補助金については、大口町

民間保育所運営費補助金交付要綱第１０条の規定に基づき、下記のとおり確定

したので、通知します。 

 

記 

 

１ 補助金確定額     金           円 

 

２ 補助金精算額    

 

 

 

            

 

精算区分    金     額 

追加交付額 金           円 

返還額 金           円 


